平成２８年度当初予算　　

豊かさを実感できる大阪の実現をめざして！







世界的な発信力のあるスポーツイベントに
向けた都市魅力の創造

経済成長戦略（産業政策）





強みを生かす産業・技術の強化



■高度人材の確保に向けた支援　　　　 　※2億9,044万円
　UIJターン希望者への就職マッチングや、中小企業の魅力発信、若年層がチャレンジしたくなるような就業体験の場の提供、プロフェッショナル人材戦略拠点の運営により、高度人材の還流を促進します。
■中小企業者に対する金融支援　  　　　融資枠6,000億円
　中小企業者のチャレンジ応援や、経営の安定などに向け、資金供給の円滑化を図ります。

まちづくり・都市基盤




大阪の成長を支える都市基盤の整備




■大阪モノレール延伸　　　　　　　　　　　　　　　　3億38万円
　門真市駅～（仮称）瓜生堂駅間延伸の事業化に向けて、調査や基本設計等を行います。
■北大阪急行の延伸　　　　　　　　 　　　　ii　　　　　　10億円
　千里中央駅～（仮称）新箕面駅間の延伸事業に係る経費の一部について、箕面市に補助します。
 
国際エンターテイメント
都市“OSAKA”の実現







さらなる都市魅力の創造・発信や、観光客の
受入環境整備をはじめとする観光の振興





■大阪観光局事業　　　　　 　　　　　　　i　　　3億2,012万円
大阪における観光地域づくりのかじ取り役＝「大阪版DMO」として、アクションプランの策定やマーケティングリサーチ等を強化します。
■宿泊税対象事業　　　　　　　　　　　　 　　i　 　　8,478万円
　平成29年1月（予定）から導入する宿泊税を活用し、先行的に観光客受け入れ環境の整備や、魅力づくり・効果的なプロモーションを推進します。






■ラグビーワールドカップ2019開催準備　 　　i　9,531万円
世界を惹きつける都市魅力の仕掛けづくり



■水と光とみどりのまちづくりの推進　i　　　　2億8,681万円
　堂島川護岸ライトアップ工事、北浜・中之島東部エリアのアート空間や水上ステージなど、都市魅力空間の創出を推進します。

防災・減災の強化、
治安のさらなる向上






災害から府民の
「いのちを守り・つなぐ」対策の強化





大規模地震・津波への備え 
■防潮堤液状化対策等　　　　　　　　　　i　218億1,900万円
■地震時等に著しく危険な密集市街地の解消
i8億2,076万円
　公共施設の整備や老朽住宅の除却などを行う市への補助や、延焼拡大を強力に遮断する効果がある延焼遮断帯（都市計画道路）の整備を進めます。
■広域緊急交通路沿道建築物の耐震化促進
i9億1,525万円
■災害用備蓄物資の購入　　　　　　　　　  　7億1,464万円
 
豪雨・土砂災害等への備え　 
■森林環境整備事業　　　　　　　　 　　　　 　9億6,927万円
　大阪の森林を守るため、平成28年4月から導入する森林環境税を活用し、危険渓流の流木対策や主要道路沿いにおける倒木対策などを行います。
■土砂災害対策事業　　　　　　 　　　　　　　　3億1,574万円
 土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定に必要な基礎調査等を行います。


地域防犯・交通安全の推進







安全なまちづくりの推進　
■地域における防犯力の向上　　　　　　　　　4億5,682万円
■警察署の建替整備　　　　　　　　　　　　　 40億7,573万円

現役世代の活躍支援


　
働く希望の実現



障がい者の就労・職場定着支援
■障がい者の「働き続ける」を支える取組を強化i4,589万円
　精神・発達障がい者を中心とした合同企業説明会を開催するなど、障がい者の雇用機会の創出と定着支援を行います。
子どもを生み、育てる希望の実現



子育て環境整備に向けた市町村支援
■新子育て支援交付金・乳幼児医療費助成
I58億7,574万円
　市町村における乳幼児医療費助成をはじめとした子育て支援施策の充実を支援します。

待機児童の解消
■放課後児童クラブの整備　　　　　　　　 　　2億3,812万円
　放課後児童クラブの整備などを行う市町村に対して補助を行います。


教育力のさらなる向上




■教育行政の一元化　　　　　　　　
　4月から私学行政に関する事務を「知事」から「教育長」に委任し、新たに「私学課」を設置のうえ、現行の教育委員会事務局と合わせて「教育庁」として教育行政を総合的に推進していきます。
学力・体力の向上



■中学生学びチャレンジ事業　　　　　　　i　　2億6,510万円
　中学生の学力向上と公立高校入学者選抜の評定の公平性を担保するため、チャレンジテストを行います。
公私間の切磋琢磨による教育力の向上



■私立高校等の授業料の無償化　　　ii　　203億1,055万円
　私立高等学校と専修学校高等課程等に在学する生徒の修学上の経済的負担の軽減を図り、進路選択時に自由な学校選択の機会を保障するため、中間所得層までを対象に授業料を支援します。
■府立高等学校の再編整備　　　　　　　　　　1億4,681万円
　「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」に基づき、エンパワメントスクールを設置するとともに、普通科総合選択制を総合学科や普通科専門コース設置校に改編します。
課題を抱えた児童・生徒への指導・支援



■小学校指導体制支援の推進　　　　　 　　　1億7,695万円
　生徒指導上の課題が大きい府内50小学校にチーム支援体制の構築を支援し、暴力行為を含む問題行動を減らします。
■中学校の生徒指導機能充実　　　　　 　　　3億3,000万円
 中学校における生徒指導機能を充実し、暴力行為を含む問題行動を減らします。
障がいのある子供たちの教育の充実



■大阪市立特別支援学校の府への一元化
16億1,825万円

　
福祉・医療の充実



障がい者の差別解消・地域生活支援



■重症心身障がい児者の地域生活支援　 　4億2,358万円
　重症心身障がい児者と介護者が安心して地域生活を送るため、必要な体制の強化や介護者への給付金の支給を行います。
■発達障がい児者の総合的な支援　　　　ii　　　　9,062万円
 ライフステージに応じた切れ目のない総合的な支援を行います。
健康寿命の延伸



■訪問看護の推進　　　　　　　　　　　　　　　　1億1,850万円
　訪問看護ステーションの大規模化・多機能化の推進や、訪問看護師の雇用促進・育成支援などを行います。
■府立成人病センターの移転建て替え 　281億9,324万円
　新病院整備等に対し資金の貸し付けなどを行います。「大阪国際がんセンター」に名称変更し、平成28年度末開院予定です。
■大阪府市共同住吉母子医療センター（仮称）の整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　　　　11億4,006万円
　大阪市立住吉市民病院の医療機能を府立急性期・総合医療センターに統合するため、府立病院機構に新棟整備に要する資金を貸し付けます。


「副首都・大阪」の確立へ




■副首都推進局の設置
　４月から知事・大阪市長の直轄組織として、「副首都推進局」を設置し、大阪府と大阪市が一体となって「副首都・大阪」の確立に向けた取り組みを強力に推進していきます。
■副首都化の推進　　　　　　　　　　　 iiii　　　3億8,953万円
「副首都」の必要性や意義、「副首都」にふさわしい都市機能や行政機能のあり方などについて、幅広く意見を聴きながら検討を進め、中長期的な取り組み方向を明らかにしていきます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



（府政だより　№400より抜粋）
[bookmark: _GoBack]事業費4,000万円以上の事業について抜粋して掲載しています。

※は平成２７年度補正予算（第５号）の事業費を含む。

